
■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　１．重点的・戦略的な行財政運営を実現する予算編成の実施

　　・『柏原市新行財政計画』は、一つ一つの取り組みの効果効率を向上させる、いわゆる「全体的なスリム化」で改革を進めてきました。

　　・こうして全体的にスリム化した中、引き続き、行財政改革を推進していくには、今までの取り組み方に「有効性」「必要性」「緊急性」などの観点を
　　　取り入れ、“重点的”“戦略的”に進めるという“メリハリを付けた取り組み方”が必要となってきます。

　　・そのため、今後の行財政運営には、「予算」「まちづくり」「成果・評価」が、より連携していく、させていくことが重要となります。

　　・そこで、予算要求は「部局の運営方針」を基軸とし、「柏原版事業仕分け」「行政評価結果」などを踏まえたものにします。

　　・そして、市民が策定に参画した『新しい柏原まちづくり基本計画２００８』を具体化する“１０年先、２０年先のまちづくり”を見据えた取り組みなどを
　　　共に実施することで「市民の幸福度」を高める予算としていきます。

重点的・戦略的な予算編成の
取り組みイメージ

予算要求
部局の
運営方針

財政課やまちづくり戦略会議等
による予算査定

急・不急
必要額の精査

柏原版
事業仕分け

要・不要

行政評価

改革・改善

予算要求
査定後

まちづくり予算

   　　　　　実践可能な項目

□『新しい柏原まちづくり基本計画２００８』
□「産学官」協働
　　　　　　　　　　　　　　　　などから

抽出

市長査定

予算案

まちづくり戦略会議：まちづくり及び行財政改革を
戦略的に行うために設置された会議
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 ■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

行財政運営のプロセス

次年度

４月３月６月 ７月 ９月 １０月 １月

凡例

前年度

３月 ４月 ５月

当該年度

１２月１１月８月 ２月

　　　　　進行管理

市政運営
方針

運営方針
部局案提案

市政運営
方針

市政運営
方針

行政評価
委員会

内部評価
事務事業

評価
二次
評価

施策評価
ヒアリング

施策評価
評価結果
の検討

重点化等
取組み方針

決定

重点化等
取組み方針

決定

上半期進捗状況から
次年度の計画見直し

部局の
運営方針

部局の
運営方針

部局の
運営方針

予算編成 一次査定 市長査定予算要求

【柏原版事業
仕分け】

戦略会議
戦略的なまちづくりの検討
産・学・NPO 等との連携

情報公開

◆行財政改革
の取組状況

◆市政運営方
針

◆前年の部局
取組状況
◆部局の運営
方針
◆施策評価の
結果反映状況

◆事業仕分け
の結果

◆事務事業評
価の結果

市民アン
ケート

来庁者
サービス

【市民
　　幸福度】

◆来庁者サー
ビスアンケー
ト結果

◆施策評価の
結果

【◆公開予算
ヒアリング結
果】

◆市政運営方針・予
算案[３月議会]

【◆市民幸福度調査
結果】

【　】

予算案

重点的・戦略的な
予算編成

実施内容検討・見直進行管理
取り組み
スタート

予算編成
ライン

【公開ヒア
      リング】

必要に応じて実施
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 ■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　２．適正な受益者負担への取り組み

　　・受益者負担の目的は、特定の市民が利益を受ける特定のサービスについて、受益する市民と受益しない市民との税負担の公平性、公正性を確保すること
　　　にあり、また、コストの一部を負担していただくことで経費の軽減を図り、より適切な予算配分を行うことにあります。

　　・これまでに、各種手数料見直し、使用料の見直し、施設の有料化、保険料徴収や市税収納率の向上などに取り組みましたが、検討途中のもの、検討途中
　　　で困難とされたものもあります。
　
　　・そこで、これら検討途中で終わっているものや新たに受益者負担を検討しているサービスについて、受益者負担のあり方を検討し、適正化を図るととも
　　　に、既に受益者負担されているサービスについても定期的な見直しを実施していきます。

　　・受益者負担の検討・見直しを行うサービスについては、「市民の一部負担」という観点から柏原版事業仕分けやまちづくり戦略会議などで「必要性」
　　　「公平性」「公正性」を十分精査していきます。

 『柏原市新行財政計画』で実施済のもの

　　□手数料、公共料金の引き上げ
　　□無料サービスの一部負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

 『柏原市新行財政計画』で検討していたもの
　
　　□有料化等の検討が途中のもの
　　□有料化等の検討で困難とされたもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

 『柏原市行財政健全化戦略』での新たな項目
　
　　□無料公共施設の有料化
　　□サービス経費のうちの一部実費負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

点検

再検討

検討

取り組み項目の例（案）取り組みの観点（案）

●サービスの水準や経費等を考慮し、『柏原市新行財政計画』の取り
組み内容を点検・再検討。
●公平性・公正性を確保するため、受益者負担の状況について定期的
な見直しを実施。

見直しのフロー（案）

　
対
象
サ
ー

ビ
ス
の
選
定

　
受
益
者
負
担
の
適
正
化

　
コ
ス
ト
の
軽
減

　
公
平
性
の
確
保

　
定
期
的
な
見
直
し

３～５年
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『柏原市新行財政計画』の
「事務・事業の再編・整理、廃止・統合」の効果額内訳

②扶助費
給付金等
の見直し
24%

①補助金
の見直し
42%

③
2%

④普通建設
事業の見直し

18%

⑥
2%

⑧
0%

⑦
3%

⑤委託事業
の見直し

9%

①補助金の見直し

②扶助費・給付金等の見直し

③国庫(府)補助負担金一般財源化対象事業の見
直し

④普通建設事業の見直し

⑤委託事業の見直し

⑥類似事業等の見直し

⑦その他経費・事業費の必要性、費用対効果等
による見直し

⑧情報化推進による行政の効率化

「事務・事業の
再編・整理、
廃止・統合」
の効果額内訳

事業仕分け等
による精査

社会保障関連
重点的な事業

主要
精査項目

主要
精査項目

■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　３．適正な経費支出への取り組み

　　・少子高齢化の進展や雇用条件の悪化といった社会情勢の動きに伴い、扶助費をはじめとする社会保障費は増加傾向にあります。

　　・一方、上で述べた社会情勢に加え、経済状況の悪化もあり、歳入の増加は期待できなくなっています。

　　・こうした状況にあっては、更に経費支出の適正化を図っていかなければ市の責任を果たすことに支障が生じてくると考えられます。

　　・このため、社会情勢や財政状況を踏まえ、“事業の必要性やあり方”について、柏原版事業仕分けやまちづくり戦略会議などで精査することによって
　　　適正化を図っていきます。

　　・このほか、一部事務組合の負担金についても構成市と協議しながら引き続き削減を図っていきます。

取り組みの
観点（案）

 ◆左グラフ
　『柏原市新行財政計画』において支出に係る取組み項目
　「事務・事業の再編・整理、廃止・統合」の効果額の内
　訳です。

 ◆効果額と事業費の関係
　「全体的にスリム化が図られた効果額」の割合は、元の
　「事業費」の割合と考えられます。

 ◆対象項目の抽出
　事業費割合の上位４項目が主な対象となりますが、社会
  情勢から効果額２番目の②扶助費・給付金等は当面の間
  増加傾向になることが予測されます。また、④普通建設
  事業は「投資的経費」として、行財政改革の当初から見
  直しが進んでいるうえ、重点的・戦略的な予算編成の実
  施(事業仕分け等)などでより精査されることになります。

 ◆「適正な経費支出」の対象項目
　上記の内容から、①補助金や⑤委託料の精査が、主要な
　取り組みとなります。

　●補助対象事業の必要性や成果を観点とした補助金の精査
　●委託金額の設定や委託内容の見直しを観点とした委託料の精査　　　　　　など
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■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　４．適正な事業規模への取り組み

　　・事業開始時には効果的・効率的であった事業も、常に変化する社会情勢に伴い、「求められる役割やサービス内容、必要性、需要見込み」は変化していき
　　　ます。

　　・このため、これまでに見直しを行ってきたものであっても、今後更に変化が見られるものも少なくはないと考えています。

　　・「この変化」を“的確に把握”し、柏原版事業仕分けやまちづくり戦略会議などで精査することによって「事業規模を適正化」し、経費支出の適正化や
　　　施設の運用等に対する有効性の向上に繋げます。

取り組み
の観点（案）

　●求められる役割やサービス内容の変化、必要性の変化
　●現在の需用状況や今後の需用見込み

取り組み
イメージ

取り組み項目
の例（案）

求められる
サービス

はみ出した部分
を重ね合わせる

現在のサービスエリア

現在の需用状況や将来の需用
見込み、必要性等から判断さ
れるサービスエリア変化

変化 現在のサービス
エリアから縮小
される範囲

経費支出の適正化
施設運営等の適正化

整理・再編等

　・公営企業や循環バス等、今後の需用見込み等に基づく事業計画の見直し、事業の再構築
　・公共施設の適正配置計画に伴う整理・再編　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

などを観点とした事業規模の精査
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　◆簡素で効率的な組織人員体制構築の推進
　　　　さらなる組織人員体制の簡素化・効率化　　　⇒　　　給与の適正化に伴う経費削減、機構改革や定員管理　など

　◆簡素効率化を進めた組織の政策推進能力を向上
　　　　戦略的な方向性を示す機関の設置　　　　　　⇒　　　まちづくり戦略会議等の設置　　　　　　　　 など

　◆職員一人ひとりの生産性や政策形成能力を向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人事評価の給与への反映
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がんばっている職員の登用　　　　　　　　　　など

■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　５．政策・施策を戦略的に展開できる組織体制の整備

　　・これまでの行財政改革においても「簡素で効率的な組織・機構」をめざして取り組んでおり、機構改革の実施、定員管理や給与の適正化を図ってきた
　　　結果、平成１６年度から普通会計で人件費総額１５.３％(約６億円)、再任用含む職員数７.７％( 34 人)の削減となっています。
　　・しかし、地方分権の進展に伴う権限移譲により市が担う行政サービスの増加が見込まれることから、今後の組織には「政策推進能力」がより求められる
　　　ことになると考えます。
　　・また、近年行政に対する市民ニーズは複雑多様化していることから、こうした変化を的確に把握し、行政に反映するためには、職員の「政策形成能力」
　　　も重要と考えます。
　　・引き続き人件費の精査を行いながら、市が担う行政サービスの増加も考慮し、さらなる「簡素で効率的な組織人員体制の構築」に取り組むとともに、
　　　「政策・施策を戦略的に展開できる組織体制の整備」に努めます。

取り組み
の観点（案）

　●簡素で効率的な組織人員体制構築の推進
　●簡素効率化を進めた組織の政策推進能力を向上
　●職員一人ひとりの生産性や政策形成能力を向上　　　　　　　など

取り組み
イメージ

取り組み項目
の例（案）

簡素効率化を進めた組織の
政策推進能力を向上

戦略的な方向性を

示す機関の設置

職員のヤル気、
向上心を喚起する
人事制度の運用

職員一人ひとりの
生産性や政策形成能力を向上人件費と職員数の取り組み（普通会計）

2,900

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21

380

390

400

410

420

430

440

450
人件費(百万円)

職員数(人)

[百万円] [人]

簡素で効率的な組織人員体制の構築

職員のヤル気、向上心を喚起する
人事制度の運用

⇒

政策・施策を
戦略的に展開できる

組織体制の整備
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　◆資産・施設のデータベースの整備と仕分け
　　　　各資産・施設のデータベースの整備を行い、それぞれの利用状況や施設の状態、設備等の更新時期を勘案し、
　　　　効果的な活用や施設数の最適化などを検討。

　◆資産・施設の総合運営プロジェクトなどの全庁的な体制の整備
　　　　各部局、施設単体での施設管理から広域的な運営への転換で、資産・施設の最適な状態での保有に取り組む。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

 ■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　６．資産・施設の有効活用

　　・この取り組みは、市が有する施設を最適な状態で管理運用するための取り組みです。

　　・現在、市民サービスの向上と経費の節減から、施設ごとに指定管理者制度の導入などを行い、一定の効果を上げています。
　
　　・しかし、公共施設全体を考えると、それぞれ利用形態や稼働状況、建築物の耐久性や耐震性などに課題を抱えています。

　　・こうした課題を整理し、それぞれで対応している施設を、“全庁的な観点”で「資産・施設のあり方」を検討し、“有効活用”を図ろうとするものです。

取り組み
の観点（案）

　●ファシリィティ・マネジメントの導入　　　　　　　など

取り組み
イメージ

 ファシリィティ・マネジメント
　土地、建物、構築物、設備等、すべてを経営上、最適な状態[コスト最小、効果最大]で保有し、運営し、維持するための総合的な管理手法

公民館
図書館
学校

ホール
各種施設
駐車場

そのまま存続・長寿命化

用途転換

同種施設の一元化

更新時期が同じ施設の複合化（高度利用）

管理・運営方針
老朽化

法制度による
更新時期

用途

コスト

例えば、耐震化

余剰地
余剰施設

資産運用・売却
　など

取り組み項目
の例（案）
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 ■３．『柏原市行財政健全化戦略』に基づく取り組み

　７．柏原版「産学官」協働と「市民」との連携によるまちづくり

　　・一般的に「産学官」協働といえば、政府機関が産業界と大学の連携を積極的に進めることにより、経済競争力の向上、新産業の創出・育成、科学技術
　　　創造立国の実現をめざす連携をいいます。

　　・しかし、柏原版「産学官」協働とは、一般的な「産学官」協働ではなく、「産」を企業市民としての活動、「学」を地域社会に教育研究成果を還元する
　　　活動と位置づけており、いわゆる「産」「学」の「地域貢献」と、柏原市の「まちづくり」とが連携・協働することを意味します。

　　・この連携・協働が「市民」のまちづくりへの積極的な参加に繋がり、「地域の活性化」の取り組みが“オール柏原”のものとなるほか、運営面においても、
　　　費用面においても、効率化、合理化が図られます。

　　・この事業をきっかけに「市民」とまちづくりを共にし、また、この手法を手本に「公共サービスの新しい担い手」として「ＮＰＯ」や「全国的に社会貢献
　　　活動に取り組む企業や財団」などとのネットワークを広げられるよう取り組みます。

取り組み
の観点（案）

　●産学官による協働事業の実施
　●ＮＰＯや社会貢献活動企業・財団とのネットワーク化　　　　　　　など

取り組み
イメージ

取り組み項目
の例（案）

　◆産学官による協働事業の実施
　　　　各種イベントの総合実施　　　　　　　　　　⇒　市民総合フェスティバルの開催
　　　　子育て環境の整備　など　　　 　　　　　　　⇒　放課後活動支援事業、実践的教習プログラム事業　　　など

　◆ＮＰＯや社会貢献活動企業・財団とのネットワーク化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯ法人まちづくりプロジェクトなどとの事業連携
　　　　各団体の社会貢献活動とのコラボレーション　⇒　地域貢献企業バンク制度によるマッチング事業(大阪府)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財団法人などの環境教育事業の活用　　　　　　　　　　　　　　　　など

行政

公共サービスの概念

交通機関等

公共サービス＝主に行政が提供

少子高齢化
・

社会保障への期待
・

地方分権
・

社会規範の遵守
・

社会貢献への意識

拡大する公共サービスの概念

公共サービス≠主に行政が提供　⇒ 新しい担い手出現

行政市内
企業

社会貢献
活動

企業・財団
等

大学等

NPO

地域団体
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